
第５回滋賀県自治創造会議 次第

日時：平成20年(2008年)10月15日

10時から

場所：県庁東館７階大会議室

１ 開 会

２ 議 事

(1) 総合地方機関のあり方について(見直し方針)

(2) 収支改善に向けた更なる見直しについて

３ その他

・ 「仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ」の推進について

４ 閉 会

[配付資料]

・出席者名簿

・配席図

・資料１：総合地方機関の見直し方針(案)

・資料２：収支改善に向けた更なる見直しについて

・資料３：「仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)」の推進について
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資 料 １

自 治 創 造 会 議 資 料
平成20年(2008年)10月15日

総合地方機関の見直し方針（案）

平成20年(2008年)10月

滋 賀 県
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総合地方機関の見直し方針（案）

平成２０年１０月

滋 賀 県

市町村合併の進展に伴い市町の基礎的な行財政能力が大幅に向上し、基礎自治体としての機

能を備えつつある現在、分権時代の県と市町の役割を踏まえ、県にはその役割として求められ

る、「基礎自治体優先の原則を踏まえて市町が処理することが適当でないものを処理する」こ

とへ、いわば「総合化から専門化へ」と、県の総合地方機関のあり方を見直すことが必要です。

県では新しい行政改革の方針（平成２０年３月）に基づき、総合地方機関の見直しについて、

平成２０年６月から市町との意見交換を行いつつ、広く庁内の意見を集約し、総合地方機関の

あり方について論点整理を行ってきたところですが、これらを踏まえ、以下の方針により見直

しを行うこととします。

この見直しの結果、再配置できる人的資源については、危機管理や子育て支援、医療等の県

民の安全と暮らしを守る重要課題の対応のために配置し、県として適切に処理できる体制づく

りに努めていきます。

１ 見直しの背景

（１）分権型社会における県と市町の役割分担の明確化

○ 市町優先の原則、近接および補完性の原理を踏まえ、市町は住民に身近な基礎自治体

として住民の日常生活に直結する仕事を総合的に処理し、県は市町を包括する広域の自

治体として広域的、専門的な行政サービスの提供を担うことが求められています。

（２）市町村合併の進展

○ 平成１３年４月の地域振興局設置当時に比較して、大幅に市町村合併が進展し、分権

型社会の市町の役割を担いうる能力を備えた基礎自治体が整備されてきていることか

ら、総合地方機関の地域の経営主体としての使命を見直していく必要があります。

○ 一方で、人口１万人未満の町が８町存在するほか、合併新法に基づき３地域で市町合

併の推進の構想があるなど、すべての市町において基礎自治体としての体制が整うまで

は、県は、当面、市町への支援機能を果たしていくことが求められています。

（３）県から市町への権限の移譲

○ 法律レベルにおいても福祉、医療保健、教育、まちづくり、事業活動規制等の分野で、

県から市町へ権限を移譲することが議論されているほか、県独自で住民サービスの向上

や市町の個性ある地域づくりの推進などが図れるような事務について、さらに市町に権

限を移譲することも検討する必要があります。
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（４）県の組織の見直し

○ 厳しい財政状況の中、県の果たすべき広域的、専門的機能を将来にわたり担っていく

ためには、人員削減に取り組み、スリムでコンパクトな体制を構築し、迅速で効率的な

事務執行を徹底する必要があります。

２ 見直しの考え方

１．基本的な視点

（１）県民の視点からの見直し

○ 県民にわかりやすく、利用しやすい組織

○ 危機管理事案への迅速的確な対応

○ 県民の安全と暮らしを守る施策など、県民が求める質の高いサービスの提供

（２）分権社会の実現に向けた見直し －総合化から専門化へ－

○ 市町優先の原則を踏まえた見直し

○ 市町を包括する広域自治体として県の役割を発揮できる見直し

○ 小規模町等への支援機能を考慮した見直し

○ 地方分権改革推進委員会、地方制度調査会の議論を見据えた見直し

（３）スリムで効率的な組織体制に向けた見直し

○ 行政サービスの内容、客体等を踏まえた業務の広域化

○ 本庁・地方機関との業務分担の再整理等による効率的な業務執行

２．見直しの進め方

（１）機能の見直し

① 圏域における総合的な地域経営

○ 基本的に市町の役割として整理

基礎自治体としての行財政能力を備えた市町の区域においては、総合的な地域経営

は市町の役割であり、県は広域的課題の解決や専門性の高い行政分野での機能を担う

ことを基本とします。

なお、湖東地域、湖北地域については、小規模町の状況等を踏まえ、経過措置を検

討します。

② 現地における部門間の調整

○ 総合的な部門間の調整は本庁で、地方では主に連絡調整・情報の共有化を行う

事業執行に係る総合的な部門間の調整は、主として方針の決定権を有する本庁で担

い、現地では必要な情報の収集・交換や情報共有、連絡調整を行うことを基本として、

必要な調整機能を存置します。
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③ 市町の行財政運営への助言、行政サービス機能への支援

○ 市町の行財政運営への助言

当面、県は市町の自律的な行財政運営を支援する必要がありますが、内容が高度化、

専門化していることから、本庁での対応を基本とします。

○ 市町合併支援

少なくとも合併新法の期限である平成２２年３月までは、現状の支援機能を維持す

ることとします。

○ 市町の行政サービス機能への支援

県の専門性を活かし、職員派遣による技術指導、人材育成の支援の充実等を検討し

ます。

④ 危機管理機能

○ 危機管理体制の整備

危機管理のエリアを現在よりも広域化することは、情報収集や初期対応などの面で

課題があることから、現地に必要な機能を置くこととします。

また、現地における迅速かつ総合的な対応を行うため、各地域に危機管理体制を整

備します。

⑤ 行政サービス提供機能

○ 行政分野ごとに最適な行政サービス体制を構築

県が提供する税務、環境、森林、健康福祉、農業、土木等の行政サービスは、現地

で行う必要があり、危機管理の面からも、現地事務所としての機能を存置することを

基本とします。

また、県民の視点から、わかりやすい組織体制を目指すとともに、併せて県行政の

効率化、専門性向上の観点から、業務内容ごとの集中化や拠点化、サービス提供区域

の見直しなど、最適な行政サービス提供体制を構築します。

（２）組織の見直し

○ （１）の機能の見直しを踏まえて、今後の地方機関については、地域において必要と

される県民サービスを迅速・的確にしかも効率的に提供できる最適な体制を構築するた

め、現行の総合地方機関である地域振興局制度を廃止し、各行政分野ごとの課題や客体

に応じた区域を所管する単独事務所に再編するとともに、新たに危機管理体制の整備を

図ります。

（３）見直しの実施

① 平成２１年４月から見直しを実施します。

② さらなる市町合併の進展により状況の変化がある場合、例えば、ひとつの市町域にお

いて複数の事務所が存在する場合などには、これを踏まえた見直しを行います。

③ 地方分権改革推進委員会および第２９次地方制度調査会の動向等を踏まえて、必要に

応じた見直しを行います。
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３ 総合地方機関の見直し案

１．地域振興局制度の廃止

「２ 見直しの考え方」を踏まえ、県民の視点からもわかりやすく、また、県に求めら

れる高度で専門的な行政サービスの提供ができるよう、地域振興局制度を廃止し、各行政

分野ごとに単独事務所を設置します。併せて、スリムで効率的な組織体制となるように努

め、定数削減に取り組みます。

２．各行政分野ごとの組織再編

各行政分野ごとの組織再編の概要は次のとおりです。また、再編後の組織の所管する事

務および区域については、別紙のとおりです。

（１）総務部門の再編・危機管理部門の設置

【総務、防災・危機管理部門】
南部、甲賀、東近江、湖東、湖北、高島の県下６地域に（仮称）環境・総合事務所を

設置し、所管区域内の県行政にかかる総合的な実施、円滑な処理を促進するため、事務

所間調整など横断的な総合調整を行います。

併せて、現在の振興局等が所管する総務出納課の事務、市町合併の支援、県民生活や

商工労働等に関する事務を所管するとともに、湖東地域および湖北地域においては、小

規模町への必要な支援を行います。

また、この事務所は防災・危機管理を所掌することとし、地域における災害や危機事

案への迅速、的確な対応機能を強化するため、新たに（仮称）地域防災監の職を設け、

所長がこの職を兼ねることとします。

災害・危機事案の発生時には、地方本部として管内関係機関等を総合的に調整し、地

域で迅速・的確な対応を行うとともに、平常時においても災害・危機事案発生時の対応

を常に念頭に置き、本庁防災危機管理局および管内関係機関等と連携しながら訓練等の

充実を図ります。

【環境部門】
環境に関する行政課題は現地性が高く、さらに他の行政分野との連絡調整を図りなが

ら対応する必要性が高いため、環境部門は（仮称）環境・総合事務所で所管することと

します。

（２）税務部門の再編

税務部門では、賦課徴収事務において常に公平で、かつ正確・迅速な事務処理ができ

るよう現在の振興局等の税務課（大津県税事務所を含む。）を（仮称）県税事務所に再

編・集約します。

なお、県民サービスが低下しないよう各地域における納税者に対する行政サービス機

能は存置します。

（３）環境部門の再編

環境部門では、廃棄物処理指導、不法投棄および油流出事故等の増加、地下水・土壌

汚染への対応など喫緊の課題に直面しており、今後も地球温暖化問題に対する取り組み

など新たな課題への対応が必要です。
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これらの課題に、管内の関係機関と連携・調整して、迅速・的確に対応するため、現

在の振興局等の環境課（高島県事務所は環境森林整備課の環境部門）は、６つの所管区

域を維持した上で、（仮称）環境・総合事務所の内部組織として再編します。

（４）森林部門の再編

森林経営、森林管理は、地域、流域ごとに、林相や気象等に応じて行われているため、

地域の実情に応じたサービス提供区域の設定が必要です。

しかしながら、普及啓発などのソフト事業については、拠点化、集中化することが可

能であり、治山、林道など林野公共事業の現地性も踏まえながら、サービス提供区域を

見直すとともに、現在の振興局等の森林整備課を（仮称）森林整備事務所に再編・集約

します。

（５）健康福祉部門の再編

健康福祉部門では、昨年度見直した保健医療計画の二次保健医療圏域に基づき、現在

の振興局等の地域健康福祉部を（仮称）健康福祉事務所に再編します。

八幡および木之本支所については、設置から１１年が経過し、役割を終えたものとし

て、廃止することとしますが、その時期については合併動向等も踏まえながら検討しま

す。

（６）農政部門の再編

農政部門においては、農政三対策の柱の一つとして取り組んでいる「世代をつなぐ農

村まるごと保全向上対策」の推進等、営農部門と基盤整備部門が密接に連携しながら事

業の推進を図っていくため、両部門を一体的に所管する組織体制とし、現在の振興局等

の農産普及課および田園振興課を、（仮称）農業農村振興事務所に再編します。

なお、公共事業の減少等に伴い田園振興関係の組織統合を行うとともに、一部の行政

事務（許認可、補助金、金融など）については提供区域の見直しを検討します。

（７）土木部門の再編

土木部門においては、現在の振興局等の建設管理部では、各種社会基盤整備事業の調

査・設計、用地取得から現場施工管理、公物（道路、河川等）管理、開発・建築に伴う

許認可など現地性の極めて高い事務を行っており、県民の安心安全や生活環境への関心

の高まりから身近な社会資本へのきめ細やかなメンテナンスや整備ニーズも高まってお

り、また、水防、雪寒、事故等の対応は緊急性、迅速性が求められます。

このため、所管区域を現行どおりとして、現在の振興局等の建設管理部を（仮称）土

木事務所に再編します。

また、建築確認等の事務については、集約化を図ります。
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４ 防災・危機管理機能の充実（再掲）

「県民の安全なくらし」の実現に向けて、地域における防災・危機管理機能をより充実しま

す。

○ （仮称）環境・総合事務所において防災・危機管理を所掌することとし、地域における

災害や危機事案への迅速、的確な対応機能を強化するため、新たに（仮称）地域防災監の

職を設け、所長がこの職を兼ねることとします。

○ 災害・危機事案の発生時には、地方本部として管内関係機関等を総合的に調整し、地域

で迅速・的確な対応を行うとともに、平常時においても災害・危機事案発生時の対応を常

に念頭に置き、本庁防災危機管理局および管内関係機関等と連携しながら訓練等の充実を

図ります。

５ 市町への人的支援

○ 小規模町や市町合併後の新市町を支援し、市町と県が地域課題に共通認識を持ち対応し

ていくため、県の専門性を活かし、市町の要請に応じて職員派遣による技術指導、市町の

人材育成の視点による支援を進めます。

６ 市町への権限移譲

○ 市町への権限移譲については、「さらなる権限移譲基本計画」に基づき、市町への移譲

が望ましいとされた事務について、順次市町との調整を行いながら、移譲を進めていきま

す。

また、地方分権改革推進委員会において、基礎自治体への県からの権限移譲について検

討されているところであり、この動向等を注視しながら市町への権限移譲の検討を進めて

いきます。
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（別紙）

再編後の地方機関の所管事務の概要（案）

環境・総合事務所 （６か所）

【総務、防災・危機管理部門】
・ 防災・危機対策（発生時の総合調整、平常時の計画、訓練等）
・ 選挙管理、情報公開、広報広聴、県民相談
・ 出納、会計指導・検査
・ 宗教法人、県民文化生活に係る事務、商工観光労働に係る事務、交通対策
・ 庶務、庁舎管理、各事務所間の総合調整、管内関係機関との連絡調整 など

【環境部門】
・ 琵琶湖の総合保全、水質汚濁防止、大気汚染防止、廃棄物行政、

自然環境保全、自然公園 など

県税事務所 （４か所）

・ 県税の賦課、徴収、収納
・ 納税証明書の発行
・ 納税相談 など

健康福祉事務所 （６か所）

・ 児童福祉、障害者福祉、生活保護、介護保険、青少年健全育成
・ 健康づくり、難病対策、感染症対策、精神保健福祉
・ 医療機関等の指導
・ 食品衛生関係（営業許可、調理師免許など）
・ 公衆衛生関係（理美容、公衆浴場） など

森林整備事務所 （４か所）

・ 林業生産振興、保安林、林地開発等の許認可
・ 森林整備（林道、治山、造林）
・ 鳥獣保護 など

農業農村振興事務所 （６か所）

・ 地域農業の振興対策、環境こだわり農産物の生産振興・認証、農業生産組織の育成
・ 農業災害、農業制度金融
・ 普及指導、経営改善指導
・ 農業農村整備事業、土地改良、中山間対策等

土木事務所 （８か所）

・ 道路・河川の整備・保全・維持管理、用地買収
・ 道路、河川の占用許可、都市計画等の許認可
・ 水防、雪寒対策 など

※事務所名は仮称です。



各行政分野の所管区域（案）

市町名 人口 (%) 面積 (%) 振興局等 環境課 税務課
地域健康福
祉部

森林整備課 農産普及課 田園振興課 建設管理部

草津市 115,944 48.22 南部振興局

守山市 74,684 44.26

栗東市 62,579 52.75

野洲市 49,703 61.45

管内計 302,910 22.0 206.68 6.2

甲賀市 92,576 481.69
南部振興局
甲賀県事務所

湖南市 52,914 70.49

管内計 145,490 10.6 552.18 16.5

近江八幡市 68,126 76.97 東近江地域振興局

東近江市 114,567 383.33

安土町 12,214 24.30

日野町 22,853 117.63

竜王町 13,459 44.52

管内計 231,219 16.8 646.75 19.3

彦根市 108,947 98.15 湖東地域振興局

愛荘町 19,296 37.98

豊郷町 7,247 7.78

甲良町 8,008 13.66

多賀町 8,210 135.93

管内計 151,708 11.0 293.50 8.8

長浜市 80,916 149.57 湖北地域振興局

米原市 41,188 223.10

虎姫町 5,682 9.45

湖北町 9,107 29.08

高月町 10,246 28.27

木之本町 8,447 88.44

余呉町 3,886 167.62

西浅井町 4,711 67.05

管内計 164,183 11.9 762.58 22.8

高島市 54,203 511.36 高島県事務所

管内計 54,203 3.9 511.36 15.3

大津市 328,173 374.06 （県庁直轄） (大津市)

管内計 328,173 23.8 374.06 11.2

県計 1,377,886 100.0 3347.11 100.0 ４事務所 ６事務所 ４事務所 ８事務所

※事務所名は仮称です

湖北健康福
祉事務所

大津・南部農業農村振
興事務所

甲賀農業農村振興事務
所

東近江農業農村振興事
務所

湖東農業農村振興事務
所

木之本土木
事務所

南部
県税事務所

中部
県税事務所

東北部
県税事務所

長浜土木事
務所

(西部・南部
森林整備事
務所)

南部土木事
務所

甲賀土木事
務所

東近江土木
事務所

東近江健康
福祉事務所

甲賀環境・総合事
務所

東近江環境・総合
事務所

湖東健康福
祉事務所

湖東環境・総合事
務所

総務出納課
地域振興課

高島健康福
祉事務所

南部健康福
祉事務所

甲賀健康福
祉事務所

西部
県税事務所

湖北環境・総合事
務所

高島環境・総合事
務所

６事務所

南部環境・総合事
務所

湖東土木事
務所

湖北
森林整備事
務所

中部
森林整備事
務所

甲賀
森林整備事
務所

湖北農業農村振興事務
所

西部・南部
森林整備事
務所

高島農業農村振興事務
所

６事務所

高島土木事
務所

大津土木事
務所

(大津・南部農業農村振
興事務所)
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資 料 ２

収支改善に向けた更なる見直しについて

１．更なる見直しの必要性

① 昨年度において、平成２０年度から２２年度までの財政収支見通しを試

算したところ、各年度４００億円を超える巨額の財源不足が見込まれたこ

とから、財政再建団体への転落を回避するという強い危機感のもと、「滋

賀県財政構造改革プログラム」を策定し、収支改善に向けた具体的な取り

組みを進めてきた。

② 今般、造林公社に係る農林漁業金融公庫債務の処理策が確定したこと等

を含め、新たに試算した長期の収支見通しにおいては、今後も長期にわた

っての巨額の財源不足が見込まれる状況であり、本県の財政状況は、一層

危機的な状況となっている。

③ このため、財政構造改革プログラムに掲げる収支改善への取り組みを着

実に実施するとともに、歳入歳出全般にわたって更に一層の見直しに取り

組んでいかなければならない。

２．見直しの考え方

① 今後も長期にわたって巨額の財源不足が見込まれる中で、今後とも持続

可能な形で施策を構築することが不可欠である。

今回の見直しに当たっては、「県民のくらしと命へのしわ寄せを極力回

避する」とともに、「制度の骨組みを安定的に維持する」という視点を基

本に据えて検討を行った。

② 併せて、市町や団体等との役割分担、受益者負担の範囲、県の施策の水

準のあり方等、県として果たすべき役割を今一度厳しく見極めるという観

点から見直しを行った。

③ これらの考え方のもと、直ちに見直しに着手するものに併せ、将来的に

も持続可能な財政基盤を確立する観点から、中長期的な取り組みについて

もその方向性を示すこととした。

1



３．財源不足額の状況について

(１)「滋賀県財政構造改革プログラム」における財政収支改善目標 (単位：億円)

区 分 ２０年度 ２１年度 ２２年度

一般財源不足額(税等)① ４２１ ４６０ ４５０

歳
対 入 歳入の確保 ４８ ５ ２０

応 歳 人件費の削減 ４０ ４５ ５０

② 出 事業費の削減 １３０ １４０ １５５

差し引き ①－② ２０３ ２７０ ２２５

対 財源対策のための県債発行 １０８ １００ １００

応 基金の取崩し等 ９５ １７０ １２５

上記のうち歳出削減額 １７０ １８５ ２０５

歳出削減後の要調整額 ２５１ ２７５ ２４５

(421－ 170) (460－ 185) (450－ 205)

３５億 ４５億
拡大 拡大

（２）長期の収支見通しの試算結果

歳出削減後の要調整額 ３１０ ２９０

（３）今回の見直しについて

今回の見直しにより、「財政構造改革プログラムにおける収支見通し」と「長期の

収支見通し」における財源不足額の拡大への対応を行う。

収支不足は平成２１年度は３５億円、平成２２年度は４５億円拡大し、

２か年合計で８０億円の対応が必要。

・今回の「更なる見直し」の取り組みにより、平成２１年度、平成２２年度の

２か年合計で約８０億円の対応を実施。
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各 部 局 の 見 直 し 事 項
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平成20年度一般会計当初予算の状況     (単位　百万円)

知事直轄組織 7,312 5,423 1,889 7,006 3,165 3,841 306 2,258 ▲ 1,952 104.4% 171.3% 49.2%

総務部 130,822 11,737 119,085 126,012 10,131 115,881 4,810 1,606 3,204 103.8% 115.9% 102.8%

公債費以外 56,208 4,869 51,339 55,916 4,271 51,645 292 598 ▲ 306 100.5% 114.0% 99.4%

公債費 74,614 6,868 67,746 70,096 5,860 64,236 4,518 1,008 3,510 106.4% 117.2% 105.5%

県民文化生活部 5,999 707 5,292 7,385 1,064 6,321 ▲ 1,386 ▲ 357 ▲ 1,029 81.2% 66.4% 83.7%

琵琶湖環境部 14,820 4,826 9,994 17,263 7,247 10,016 ▲ 2,443 ▲ 2,421 ▲ 22 85.8% 66.6% 99.8%

健康福祉部 67,606 9,889 57,717 66,589 9,454 57,135 1,017 435 582 101.5% 104.6% 101.0%

商工観光労働部 26,488 19,571 6,917 29,658 22,110 7,548 ▲ 3,170 ▲ 2,539 ▲ 631 89.3% 88.5% 91.6%

農政水産部 19,067 10,824 8,243 25,360 14,899 10,461 ▲ 6,293 ▲ 4,075 ▲ 2,218 75.2% 72.6% 78.8%

土木交通部 55,324 47,415 7,909 62,465 52,037 10,428 ▲ 7,141 ▲ 4,622 ▲ 2,519 88.6% 91.1% 75.8%

警察本部 36,737 12,165 24,572 31,947 5,811 26,136 4,790 6,354 ▲ 1,564 115.0% 209.3% 94.0%

教育委員会 127,407 30,312 97,095 131,623 33,732 97,891 ▲ 4,216 ▲ 3,420 ▲ 796 96.8% 89.9% 99.2%

会計管理局・各行政委員会 1,975 0 1,975 2,002 1 2,001 ▲ 27 ▲ 1 ▲ 26 98.7% 0.0% 98.7%

合計 493,557 152,869 340,688 507,310 159,651 347,659 ▲ 13,753 ▲ 6,782 ▲ 6,971 97.3% 95.8% 98.0%

(知事直轄組織の平成19年度欄には政策調整部の予算額を記載。また、県立大学の予算額については総務部に含めて記載。)

特定財源 一般財源
部　局　名

平成２０年度 平成１９年度 対前年度増減額 対前年度増減率

事業費 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 事業費事業費 特定財源 一般財源 事業費
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見直しの視点について

今回の見直しに当たっては、下記の視点により見直しを行った。

１．公共事業費の進度調整

公債費負担の縮減の観点等から、公共事業費について進度調整を行う。

・単独林道事業費

・流域下水道建設事業費

・土木補助公共事業費

・びわこ地球市民の森事業費

２．県立施設・関連団体等に係る経費の見直し

県立施設の管理運営費、関連団体に係る経費、試験研究費等の見直しを

行う。

・びわ湖ホール管理運営費

・職員互助会補助金の廃止

・試験研究費、試験研究機関の見直し

・近江米普及啓発施設の処分

３．制度を安定的に運営するための県単独制度の見直し

将来にわたって制度を安定的に維持、運営していくために、県単独制度

について、受益者負担や所得制限の見直し、国庫補助制度の活用を行う。

・福祉医療費助成事業(受益者負担額、所得制限の見直し)

・少人数学級編制等に係る県単独教員加配(国庫補助制度の活用)

４．その他の見直し

上記の他、県単独事業の見直しを行う。
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平成21年度に向けての具体的取り組み(主な取り組み)              (単位　百万円)

(歳入での取り組み)

部局名

知事直轄組織 土地開発公社への長期貸付金の償還（公共用地先行取得事業資金貸付金） 802.3 0.0

土地開発公社への長期貸付金の償還（再建対策特別資金貸付金) 1,776.2 0.0

総務部 市町振興資金貸付金 830.0 930.0

企業庁 東南部上水道供給事業に係る貸付金の償還 390.2 ▲ 107.2

合計 3,798.7 822.8

(歳出での取り組み)

知事直轄組織 部局計 ▲ 80.0 ▲ 2.5 ▲ 77.5 ▲ 80.0 ▲ 2.5 ▲ 77.5

   県政放送費(地デジ活用情報発信構築) ▲ 42.5 0.0 ▲ 42.5 ▲ 42.5 0.0 ▲ 42.5

   広報刊行物発行費(県政プラスワンの発行) ▲ 37.5 ▲ 2.5 ▲ 35.0 ▲ 37.5 ▲ 2.5 ▲ 35.0

総務部 部局計 ▲ 24.3 0.0 ▲ 24.3 0.0 0.0 0.0

    職員互助会事業費補助金 ▲ 24.3 0.0 ▲ 24.3 0.0 0.0 0.0

県民文化生活部 部局計 ▲ 18.8 ▲ 0.1 ▲ 18.7 ▲ 28.8 ▲ 0.1 ▲ 28.7

    びわ湖ホール管理運営費 ▲ 10.0 0.0 ▲ 10.0 ▲ 20.0 0.0 ▲ 20.0

    滋賀県芸術文化祭開催事業費 ▲ 8.8 ▲ 0.1 ▲ 8.7 ▲ 8.8 ▲ 0.1 ▲ 8.7

琵琶湖環境部 部局計 ▲ 3,402.5 ▲ 3,398.5 ▲ 4.0 ▲ 3,402.5 ▲ 3,398.5 ▲ 4.0

    単独林道事業費 ▲ 4.0 0.0 ▲ 4.0 ▲ 4.0 0.0 ▲ 4.0

    流域下水道建設事業費 ▲ 3,398.5 ▲ 3,398.5 0.0 ▲ 3,398.5 ▲ 3,398.5 0.0

健康福祉部 部局計 ▲ 100.4 0.0 ▲ 100.4 ▲ 503.5 0.0 ▲ 503.5

    福祉医療費助成事業 ▲ 100.4 0.0 ▲ 100.4 ▲ 503.5 0.0 ▲ 503.5

商工観光労働部 部局計 0.0 0.0 0.0 ▲ 680.0 0.0 ▲ 680.0

    企業立地促進助成金（創造型モノづくり企業立地助成金） 0.0 0.0 0.0 ▲ 680.0 0.0 ▲ 680.0

農政水産部 部局計 ▲ 42.1 ▲ 0.8 ▲ 41.3 ▲ 42.1 ▲ 0.8 ▲ 41.3

    試験研究費 ▲ 18.6 ▲ 0.8 ▲ 17.8 ▲ 18.6 ▲ 0.8 ▲ 17.8

    試験研究機関の見直し ▲ 5.5 0.0 ▲ 5.5 ▲ 5.5 0.0 ▲ 5.5

    近江米普及啓発施設の処分 ▲ 18.0 0.0 ▲ 18.0 ▲ 18.0 0.0 ▲ 18.0

土木交通部 部局計 ▲ 2,237.1 ▲ 2,223.8 ▲ 13.3 ▲ 2,261.4 ▲ 2,248.1 ▲ 13.3

    補助公共事業費 ▲ 2,102.1 ▲ 2,102.1 0.0 ▲ 2,126.4 ▲ 2,126.4 0.0

    びわこ地球市民の森事業費 ▲ 135.0 ▲ 121.7 ▲ 13.3 ▲ 135.0 ▲ 121.7 ▲ 13.3

警察本部 部局計 ▲ 20.7 ▲ 6.5 ▲ 14.2 ▲ 9.6 ▲ 6.5 ▲ 3.1

    単独交通安全施設整備費 ▲ 9.6 ▲ 6.5 ▲ 3.1 ▲ 9.6 ▲ 6.5 ▲ 3.1

    警察職員互助会補助金 ▲ 11.1 0.0 ▲ 11.1 0.0 0.0 0.0

教育委員会 部局計 ▲ 232.8 0.0 ▲ 232.8 ▲ 385.3 0.0 ▲ 385.3

   少人数学級編制等に係る県単独教員加配 ▲ 198.8 0.0 ▲ 198.8 ▲ 385.3 0.0 ▲ 385.3

   教職員互助会補助金 ▲ 34.0 0.0 ▲ 34.0 0.0 0.0 0.0

病院事業庁 部局計 ▲ 234.0 0.0 ▲ 234.0 ▲ 261.0 0.0 ▲ 261.0

    病院事業繰出金 ▲ 234.0 0.0 ▲ 234.0 ▲ 261.0 0.0 ▲ 261.0

全庁的事項 計 ▲ 89.5 0.0 ▲ 89.5 ▲ 86.5 0.0 ▲ 86.5

     市町向け県単独補助金の統合・交付金化 ▲ 89.5 0.0 ▲ 89.5 ▲ 86.5 0.0 ▲ 86.5

合計 ▲ 6,482.2 ▲ 5,632.2 ▲ 850.0 ▲ 7,740.7 ▲ 5,656.5 ▲ 2,084.2

取り組み額合計（一般財源ベース） ▲ 4,648.7 ▲ 2,907.0

見  直  し  事  項 平成２１年度増収額 平成２２年度増収額

平成２２年度

事業費 特定財源 一般財源
部　局　名 見　直　し　事　項

平成２１年度

事業費 特定財源 一般財源
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見直し事項調

部局名　    　　全庁的事項

(市町に対するもの)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 691.8 ○市町向け県単独補助金の交付金化を行う。

1 全庁的事項 市町向け県単独補助金 2 20 特定財源 0.0

の交付金化 ① 一般財源 691.8 【目的】

平 予 算 額 602.3 地方分権が進展する中、市町がより一層の自主性・独自性を発揮した施策を展開し、県としてもこれを支援するため、県・市町ともに

21 特定財源 0.0 厳しい財政状況の中、限られた財源を有効に活用できる仕組みを導入する。

② 一般財源 602.3

平 予 算 額 605.3 【制度概要】

22 特定財源 0.0 〈１．金額等の考え方〉

③ 一般財源 605.3 　現行の市町向け県単独補助金のうち、一定のものについて、財政構造改革プログラムによる削減後の予定額から一定割合を削減の上、交付金

平21 予 算 額 -89.5 化を行う。

削減額 特定財源 0.0 　（２．配分方法（案）の「特定事業」については１割程度の削減、「一般事業」については２割程度の削減）

②－① 一般財源 -89.5

平22 予 算 額 -86.5 〈２．配分方法〉

削減額 特定財源 0.0 （案）

③－① 一般財源 -86.5 　対象となる個別の事業をあらかじめ「特定事業」と「一般事業」に分類し、総額を各市町の対象事業費に応じ配分する。

　・特定事業については、各市町で必ず取り組むこととし、対象事業費に応じ優先的に財源を保証する。

(交付金化に伴う削減額を記載) 　・一般事業については、各市町で必要に応じ実施することとし、対象事業費に応じ配分する。

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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市町向け県単独補助金交付金化対象（案）一覧
（単位：千円）

補助金名 平成20年度当初

金  額

1 市町振興総合補助金　個性輝く自治活動支援 48,040

2 市町振興総合補助金　自主防災育成 7,765

3 市町振興総合補助金　山村辺地等活性化 40,000

4 市町振興総合補助金　既存民間建築物耐震診断促進 175

5 市町振興総合補助金　高齢者住宅小規模改造助成 19,093

6 市町振興総合補助金　在宅重度障害者住宅改造助成 8,504

7 市町振興総合補助金　身体障害者自動車利用支援 1,481

8 市町振興総合補助金　公衆浴場確保対策 4,374

9 市町振興総合補助金　県民文化活動奨励 1,715

10 市町振興総合補助金　地域救急対応力向上促進 636

11 市町振興総合補助金　ひとり暮らし高齢者等除雪支援事業 0

12 市町振興総合補助金　商店街基盤施設等設置 8,286

13 市町振興総合補助金　集落営農ステップアップ促進（Ｈ21以降新規採択分） 0

14 市町振興総合補助金　産業立地関連基盤整備 0

15 市町振興総合補助金　エコライフ地域住民活動推進 3,896

16 市町振興総合補助金　美化推進対策 11,490

17 市町振興総合補助金　ヨシ群落保全 1,449

18 市町振興総合補助金　農作物獣害防止対策 13,990

19 市町振興総合補助金　不法投棄監視員設置 2,289

20 市町振興総合補助金　不法投棄廃棄物処理 201

21 市町振興総合補助金　水草除去緊急対策 6,656

22 市町振興総合補助金　有害鳥獣駆除等対策 353

23 市町振興総合補助金　近隣景観形成協定対策 4,119

24 市町振興総合補助金　駅周辺自転車駐車場整備 1,320

25 市町振興総合補助金　市町道路防雪 8,460

26 安全なまちづくり補助金 2,500

27 浄化槽維持管理事業費補助金 8,000

28 単独治山事業費補助金(保健休養機能増進施設整備事業） 0

29 ニホンジカ広域一斉駆除対策事業補助金 12,000

30 在日外国人高齢者福祉給付金支給助成事業費補助金 13,776

31 在日外国人障害者福祉給付金支給助成事業費補助金 6,300

32 ふれあいホーム推進事業費補助金 612

33 法定事業移行整備事業費補助金 1,000

34 発達障害者支援キーパーソン養成事業費補助金 3,555

35 障害児（者）サポート総合補助金（スモン障害者採暖費支給事業を除く） 29,654

36 障害児（者）サポート総合補助金（スモン障害者採暖費支給事業） 346

37 重度障害児（者）訪問看護利用助成事業費補助金 4,691

38 医療的ケアホーム運営事業費補助金 4,529

39 在宅重度障害者通所生活訓練援助事業費補助金 35,461

40 障害児早期療育支援事業費補助金 39,471

41 障害者生活ﾎｰﾑ運営費補助金 15,708

42 知的障害者自立生活支援事業費補助金 11,346

43 市町精神障害者生活支援推進事業補助金 2,687

44 精神障害者地域生活定着支援事業費補助金 1,863

45 障害児保育推進事業費補助金 153,000

46 青少年育成地域活動支援事業費補助金 9,958

47 国際観光サイン整備事業費補助金 3,250

48 しが多文化共生地域支援センター設置事業補助金 2,000

49 たんぼのこ体験事業費補助金 12,150

50 高度処理建設費交付金 1,000

51 高度処理維持管理費補助金 97,910

52 県産材利用耐震改修モデル事業費補助金 2,900

53 スクーリングケア・サポーター派遣事業費補助金 10,500

54 中学生チャレンジウィーク事業費補助金 11,370

合　　　計 691,829

交付金化対象件数 54

必須事業 364,242
52.6%

市町振興総合補助金の個別のメニューの金額については、当初予算額を、過去３年間の実績額
をもとに按分している。（新規にメニュー化された山村辺地等活性化は個別の予算額）

特定事業
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見直し事項調

部局名　    　　総務部

(市町に対するもの)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平

1 自治振興課 市町振興資金貸付金 1 20 780.0 ○市町振興資金貸付金の貸付枠を縮減するとともに、貸付利率を見直す。

① ○併せて企業庁から貸付原資の借入を行う。(21年度)800百万円、(22年度)300百万円

平

21 1,610.0 　(1)一般分　　

② 　　①貸付枠　　

平 　　　　(20年度)470百万円　(21年度)200百万円　(22年度)200百万円

22 1,710.0 　　②貸付利率

③ 　　　　　(現行)　　　　　　同一条件の財政融資資金金利－0.5％

平21 　　　　　(21年度以降)　 　 同一条件の財政融資資金金利

増収額 830.0

②－①   (2)特別分

平22 　　①貸付枠　

増収額 930.0 　　　　(20年度)700百万円　(21年度)800百万円　(22年度)100百万円

③－① (高金利対策・合併推進・地域政策課題)

    ②貸付利率

　　　　一般分の利率×１／２　　(現行どおり。一般分の利率を見直すため実質的に見直し)

　　　(合併推進分は無利子とする。)

(単位　百万円)

一般分 特別分 合計 一般会計への

繰出金額

20年度貸付枠 470 700 1,170 780

21年度貸付枠 200 800 1,000 1,610

22年度貸付枠 200 100 300 1,710

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額
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見直し事項調

部局名　    　　琵琶湖環境部

(市町に対するもの)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 6.0

1 森林政策課 単独林道事業費 2 20 特定財源 0.0 ○単独林道事業費について、進度調整により削減を行う。

森林保全課 ① 一般財源 6.0

平 予 算 額 2.0 (見直し後計画額)

21 特定財源 0.0 (単位：千円)

② 一般財源 2.0 20年度 21年度 22年度

平 予 算 額 2.0 舗装 2,940

22 特定財源 0.0 改良 1,230 2,000 2,000

③ 一般財源 2.0 防災 1,830

平21 予 算 額 -4.0 計 6,000 2,000 2,000

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -4.0

平22 予 算 額 -4.0

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -4.0

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　健康福祉部

(市町に対するもの)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 2,700.5

1 健康推進課 福祉医療費助成事業 2 20 特定財源 0.0 ○下記のとおりの見直しを行う。

元気長寿福祉課 ① 一般財源 2,700.5

障害者自立支援課 平 予 算 額 2,600.1 (１)個人負担額

子ども青少年局 21 特定財源 0.0 　 ①障害者(児)、障害老人、母子、父子、乳幼児における助成対象者の自己負担金は全て据え置く。

医療保険課 ② 一般財源 2,600.1    ②65歳～69歳低所得老人、ひとり暮らし寡婦、ひとり暮らし高齢寡婦の助成対象者の自己負担金は、

平 予 算 額 2,197.0      現行の医療費の１割負担等から、２割負担に見直す。

22 特定財源 0.0

③ 一般財源 2,197.0 現行自己負担金 見直し後

平21 予 算 額 -100.4 低所得老人 医療費の１割 医療費の２割

削減額 特定財源 0.0 (月限度額：通院8,000円等) (月限度額：据置)

②－① 一般財源 -100.4 ひとり暮らし 医療費の１割 医療費の２割

平22 予 算 額 -503.5 高齢寡婦 (月限度額：通院12,000円等) (月限度額：据置)

削減額 特定財源 0.0 ひとり暮らし 通院500円(1レセプト) 高齢寡婦と同様とする。

③－① 一般財源 -503.5 寡婦 入院1,000円(1日)

(２)所得制限

　 ①乳幼児福祉医療費助成制度の所得制限額を、現行570万円(児童手当特例給付基準)から

　 　339.6万円(遺族基礎年金限度額)に見直す。(ただし、第３子以降の子については現行どおり所得制限なし。)

　 ②母子家庭、父子家庭の所得制限を339.6万円から230万円(児童扶養手当一部支給限度額)に見直す。

　 ③障害者(児)、障害老人、ひとり暮らし寡婦、ひとり暮らし高齢寡婦の所得制限は据え置く。

所得制限額(扶養1人の場合)

現行 見直し後

乳幼児 570.0万円 339.6万円

母子、父子家庭 339.6万円 230万円

○見直し額

見直し額 (百万円)

初年度 100.4

平年度 503.5

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　知事直轄組織

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 84.0

1 広報課 県政放送費 2 20 特定財源 0.0 ○地デジ活用情報発信構築事業のうち携帯電話のﾜﾝｾｸﾞﾒﾝﾄ放送を活用したデータ放送を当面休止する。

(地デジ活用情報発信 ① 一般財源 84.0 ○固定テレビ(12ｾｸﾞﾒﾝﾄ)データ放送での防災情報、県からのお知らせ等の提供は継続する。

 構築) 平 予 算 額 41.5

21 特定財源 0.0 (20年度当初予算額)　84,000千円（全額一般財源）

② 一般財源 41.5

平 予 算 額 41.5 (内訳)

22 特定財源 0.0 携帯電話のﾜﾝｾｸﾞﾒﾝﾄ放送を活用した県政情報、防災・安全・安心情報等の提供　　　　37,000千円(21年度から休止)

③ 一般財源 41.5 固定テレビ(12ｾｸﾞﾒﾝﾄ)データ放送による県政情報、防災・安全・安心情報等の提供　　47,000千円(継続)

平21 予 算 額 -42.5

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -42.5

平22 予 算 額 -42.5

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -42.5

平 予 算 額 115.3

2 広報課 広報刊行物発行費 2 20 特定財源 5.5 ○平成21年度以降、県広報誌の発行回数を毎月から隔月に見直すことにより、経費の節減を図るとともに、１回当たりのページ数を増ページ

(県政広報誌「滋賀プラ ① 一般財源 109.8 　することにより県政課題の十分な説明を行う。

 スワン」の発行)　 平 予 算 額 77.8

21 特定財源 3.0

② 一般財源 74.8

平 予 算 額 77.8

22 特定財源 3.0

③ 一般財源 74.8

平21 予 算 額 -37.5

削減額 特定財源 -2.5

②－① 一般財源 -35.0

平22 予 算 額 -37.5

削減額 特定財源 -2.5

③－① 一般財源 -35.0

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　知事直轄組織

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平

3 企画調整課 土地開発公社への長期 1 20 0.0 ○県が土地開発公社に貸し付けている「公共用地先行取得事業資金貸付金」(長期資金)について、平成21年度に公社から県に全額償還する。

貸付金の返還 ①

(公共用地先行取得事業 平

 資金貸付金) 21 802.3 　○公共用地先行取得事業資金貸付金

② 平成20年度末貸付残高見込み 802,369千円

平

22 0.0 　○平成21年度の公共用地先行取得事業資金貸付金の償還財源、平成22年度以降の短期資金の償還財源を、土地開発公社

③ 　　が金融機関から調達するために、貸付金と同額の債務保証を平成21年度以降、毎年度行う。

平21

増収額 802.3 　○平成22年度から、当該資金の貸付を短期資金貸付に切り替え、同額を県から公社に貸し付ける。

②－①

平22

増収額 0.0

③－①

平

4 企画調整課 土地開発公社への長期 1 20 0.0 ○県が土地開発公社に貸し付けている「再建対策特別資金貸付金」について、平成21年度に公社から県に全額償還する。

貸付金の返還 ①

(再建対策特別資金貸付 平

 金) 21 1,776.2 　○再建対策特別資金貸付金

② 平成20年度末貸付残高見込み 1,776,250千円

平

22 0.0 　○平成21年度の再建対策特別資金貸付金の償還財源、平成22年度以降の短期資金の償還財源を、土地開発公社

③ 　　が金融機関から調達するために、貸付金と同額の債務保証を平成21年度以降、毎年度行う。

平21

増収額 1,776.2 　○平成22年度から、当該資金の貸付を短期資金貸付に切り替え、同額を県から公社に貸し付ける。

②－①

平22

増収額 0.0

③－①

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

番
号

取組
項目

年度 予算額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

1313



見直し事項調

部局名　    　　総務部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 36.5

1 福利厚生室 職員互助会事業費 2 20 特定財源 0.0 ○財政構造改革プログラムにおいて、平成22年度から廃止を予定していた職員互助会に係る事業補助金について、廃止を前倒し

補助金 ① 一般財源 36.5 　平成21年度に廃止する。

平 予 算 額 0.0 (平成21年度削減額 24,300千円)

21 特定財源 0.0

② 一般財源 0.0

平 予 算 額 0.0 (単位：千円)

22 特定財源 0.0 19年度 20年度 21年度 22年度

③ 一般財源 0.0 財政構造改革プログラム 73,000 36,500 24,300 0

平21 予 算 額 -36.5 今回見直し後 73,000 36,500 0 0

削減額 特定財源 0.0 見直し額 0 0 ▲ 24,300 0

②－① 一般財源 -36.5

平22 予 算 額 -36.5

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -36.5

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1414



見直し事項調

部局名　    　　県民文化生活部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 1,025.0 ○収入増の取り組みによる指定管理料の削減

1 県民文化課 びわ湖ホール管理運営費 2 20 特定財源 8.9 　チケット販売等の事業収入の増、貸館・駐車場利用の増

① 一般財源 1,016.1

平 予 算 額 973.9 (21年度)10百万円　　　(22年度)20百万円

21 特定財源 8.9

② 一般財源 965.0

平 予 算 額 963.9 ○財政構造改革プログラムによる計画　(単位　千円)

22 特定財源 8.9

③ 一般財源 955.0 19年度 20年度 21年度 22年度

平21 予 算 額 -51.1 事業費 1,133,675 1,025,044 983,869 983,869

削減額 特定財源 0.0 一般財源 1,125,236 1,016,142 974,967 974,967

②－① 一般財源 -51.1 一般財源対19年度削減額 ▲ 109,094 ▲ 150,269 ▲ 150,269

平22 予 算 額 -61.1

削減額 特定財源 0.0 ○今回見直し額 ▲ 10,000 ▲ 20,000

③－① 一般財源 -61.1

○削減額計(対 平成19年度) ▲ 160,269 ▲ 170,269

平 予 算 額 33.0 ○事業の縮小、収入増の取り組みを実施する。

2 県民文化課 滋賀県芸術文化祭開催 2 20 特定財源 1.9 (単位：千円)

事業費 ① 一般財源 31.1 事業費 収入 一般財源

平 予 算 額 24.2 20年度 33,000 1,863 31,137

21 特定財源 2.2 見直し後 24,180 2,155 22,025

② 一般財源 22.0 見直し額 ▲ 8,820 292 ▲ 9,112

平 予 算 額 24.2

22 特定財源 2.2

③ 一般財源 22.0

平21 予 算 額 -8.8

削減額 特定財源 0.3

②－① 一般財源 -9.1

平22 予 算 額 -8.8

削減額 特定財源 0.3

③－① 一般財源 -9.1

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1515



見直し事項調
部局名     　　琵琶湖環境部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 10,403.9

1 下水道課 流域下水道建設事業費 2 20 特定財源 10,403.9 ○流域下水道建設事業費の総額の縮減

① 一般財源 0.0 　　平成２１年度以降、事業費を現行の約１０５億円から約７０億円に見直す。

平 予 算 額 7,005.4

21 特定財源 7,005.4 　平成２１年度予定事業費

② 一般財源 0.0 　　　(既に施工中の債務負担工事に係る事業費)　　　　　　5,814百万円

平 予 算 額 7,005.4    　 (今後の事業執行上必要となる事業費)　　　　　　　　1,191百万円

22 特定財源 7,005.4

③ 一般財源 0.0

平21 予 算 額 -3,398.5 ○日本下水道事業団との随意契約について

削減額 特定財源 -3,398.5 　　引き続き県の執行体制を踏まえて直営化を進める。

②－① 一般財源 0.0

平22 予 算 額 -3,398.5

削減額 特定財源 -3,398.5

③－① 一般財源 0.0

「取組項目」欄　凡例

歳入での取り組み：１

歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1616



見直し事項調

部局名　    　　商工観光労働部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 328.5

1 企業誘致推進 企業誘致推進事業費 2 20 特定財源 0.0 ○創造型モノづくり企業立地促進助成金の交付は、平成20年度着工分をもって廃止する。

室 (創造型モノづくり企業 ① 一般財源 328.5

 立地促進助成金) 平 予 算 額 922.1 （現行制度継続の場合）　平成21年度～平成31年度の想定助成額　 　総額　14,415百万円　

21 特定財源 0.0 （見直し後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　総額   8,015百万円

② 一般財源 922.1 （見直し額）　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　総額 ▲6,400百万円　

平 予 算 額 1,040.6

22 特定財源 0.0 平成22年度～平成26年度　各年度　▲680百万円

③ 一般財源 1,040.6 平成27年度～平成31年度　各年度　▲600百万円

平21 予 算 額 593.6

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 593.6

平22 予 算 額 712.1

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 712.1

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1717



見直し事項調

部局名　    　　農政水産部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 139.4

1 農業経営課 試験研究費 2 20 特定財源 85.8 ○試験研究の重点化を行う。

畜産課 ① 一般財源 53.6 ２０年度予算額 見直し後額

水産課 平 予 算 額 120.8 事業費 一般財源 事業費 一般財源 一般財源削減額

21 特定財源 85.0 農業技術振興センター(共同研究) 32,330 0 32,330 0 0

② 一般財源 35.8 農業技術振興センター(共同研究以外) 72,786 45,632 54,421 28,132 ▲ 17,500

平 予 算 額 120.8 畜産技術振興センター 23,791 93 23,698 0 ▲ 93

22 特定財源 85.0 水産試験場 10,570 7,920 10,370 7,720 ▲ 200

③ 一般財源 35.8 計 139,477 53,645 120,819 35,852 ▲ 17,793

平21 予 算 額 -18.6

削減額 特定財源 -0.8

②－① 一般財源 -17.8

平22 予 算 額 -18.6

削減額 特定財源 -0.8

③－① 一般財源 -17.8

平 予 算 額 74.7

2 農業経営課 試験研究機関の見直し 2 20 特定財源 3.3 ○農業技術振興センターの試験研究部門の組織体制を見直し、運営費を削減する。　

① 一般財源 71.4

平 予 算 額 69.2

21 特定財源 3.3

② 一般財源 65.9

平 予 算 額 69.2

22 特定財源 3.3

③ 一般財源 65.9

平21 予 算 額 -5.5

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -5.5

平22 予 算 額 -5.5

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -5.5

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1818



見直し事項調

部局名　    　　農政水産部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 18.0

3 農業経営課 近江米普及啓発施設の 2 20 特定財源 0.0 ○平成20年度中に近江米普及啓発施設の用途を廃止するとともに、県道路公社に譲渡する方向で検討し、平成21年度から

処分 ① 一般財源 18.0 指定管理料(年間18,000千円)を削減する。

平 予 算 額 0.0

21 特定財源 0.0 (参考)　近江米普及啓発施設

② 一般財源 0.0 　　平成8年10月開館。 土地および施設の約1/2を県道路公社が所管(道の駅)

平 予 算 額 0.0 　　(指定管理期間)  　平成18年4月～平成21年3月　

22 特定財源 0.0 　　(指定管理者)　    (有)小杉農園

③ 一般財源 0.0

平21 予 算 額 -18.0

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -18.0

平22 予 算 額 -18.0

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -18.0

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

1919



見直し事項調

部局名 　　土木交通部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 21,237.6 ○補助公共事業費の進度調整を行う。

1 道路課 補助公共事業費の進度 2 20 特定財源 20,419.2 　道路、河川、砂防事業において、着手済箇所の工期延伸、新規着手時期の先送りにより事業費の削減を行う。

河港課 調整 ① 一般財源 818.4

砂防課 平 予 算 額 18,999.3 ○補助公共事業費(道路・河川・砂防のみ)　　(単位：百万円)

21 特定財源 18,214.5 事業費 一般財源

② 一般財源 784.8 21年度 22年度 21年度 22年度

平 予 算 額 19,592.0 財政構造改革プログラム 21,101.4 21,718.4 784.8 764.3

22 特定財源 18,827.7 今回見直し後事業費 18,999.3 19,592.0 784.8 764.3

③ 一般財源 764.3 見直し額 ▲ 2,102.1 ▲ 2,126.4 0.0 0.0

平21 予 算 額 -2,238.3

削減額 特定財源 -2,204.7 ○上記の内訳 21年度 22年度 21年度 22年度

②－① 一般財源 -33.6 道路事業 財革プログラム 12,462.0 13,079.0 604.6 600.0

平22 予 算 額 -1,645.6 今回見直し後 11,230.0 11,814.0 604.6 600.0

削減額 特定財源 -1,591.5 見直し額 ▲ 1,232.0 ▲ 1,265.0 0.0 0.0

③－① 一般財源 -54.1 河川事業 財革プログラム 4,316.0 4,316.0 20.0 20.0

今回見直し後 3,956.0 3,956.0 20.0 20.0

見直し額 ▲ 360.0 ▲ 360.0 0.0 0.0

砂防事業 財革プログラム 4,323.4 4,323.4 160.2 144.3

今回見直し後 3,813.3 3,822.0 160.2 144.3

見直し額 ▲ 510.1 ▲ 501.4 0.0 0.0

平 予 算 額 265.0

2 都市計画課 びわこ地球市民の森事業 2 20 特定財源 240.6 ○平成２１年度以降の残事業費2,600百万円を1,300百万円に見直す。

費 ① 一般財源 24.4 　　未整備区域である「里の森ゾーン」「ふるさとゾーン」の整備計画を見直しにより削減を行う。

平 予 算 額 130.0

21 特定財源 118.9 　　○里の森ゾーン

② 一般財源 11.1 管理棟の規模、使用材質の見直しによる削減

平 予 算 額 130.0 園路舗装材の見直しによる削減

22 特定財源 118.9

③ 一般財源 11.1 　　○ふるさとゾーン

平21 予 算 額 -135.0 当初計画していた観察デッキや木橋などの見直し

削減額 特定財源 -121.7 旧河川護岸の撤去の取り止め

②－① 一般財源 -13.3 現存する河畔林等を活用した整備計画に見直し

平22 予 算 額 -135.0

削減額 特定財源 -121.7

③－① 一般財源 -13.3

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

2020



見直し事項調

部局名　    　　警察本部

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 16.7

1 警察本部 警察職員互助会事業費 2 20 特定財源 0.0 ○財政構造改革プログラムにおいて、平成22年度から廃止を予定していた職員互助会に係る事業補助金について、廃止を前倒し

補助金 ① 一般財源 16.7 　平成21年度に廃止する。

平 予 算 額 0.0 (平成21年度削減額 11,144千円)

21 特定財源 0.0

② 一般財源 0.0 (単位：千円)

平 予 算 額 0.0 19年度 20年度 21年度 22年度

22 特定財源 0.0 財政構造改革プログラム 33,432 16,716 11,144 0

③ 一般財源 0.0 今回見直し後 33,432 16,716 0 0

平21 予 算 額 -16.7 見直し額 0 0 ▲ 11,144 0

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -16.7

平22 予 算 額 -16.7

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -16.7

平 予 算 額 67.1

2 警察本部 単独交通安全施設 2 20 特定財源 21.3 ○県単独の信号機新設数を５基から３基に見直す。

整備費 ① 一般財源 45.8

(交通信号機の新設等 平 予 算 額 57.5 削減額 9,581千円

経費) 21 特定財源 14.8

② 一般財源 42.7

平 予 算 額 57.5

22 特定財源 14.8

③ 一般財源 42.7

平21 予 算 額 -9.6

削減額 特定財源 -6.5

②－① 一般財源 -3.1

平22 予 算 額 -9.6

削減額 特定財源 -6.5

③－① 一般財源 -3.1

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

2121



見直し事項調

部局名　    　　教育委員会

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 1,021.1

1 教職員課 少人数学級編制等に係る 2 20 特定財源 0.0 ○現行の35人学級編制を維持しつつ、県単独加配の解消の取り組みを行う。

県単独教員加配 ① 一般財源 1,021.1

平 予 算 額 822.3 ①現行の小・中学校における35人学級編制は継続して実施する。

21 特定財源 0.0    (小１～小３での複数指導との選択実施、小４～小６の１学年の選択実施を含む)

② 一般財源 822.3

平 予 算 額 635.8 ②小1複数指導を廃止し、その定数57人で小１と小３の県単独加配57人分を補填する。

22 特定財源 0.0

③ 一般財源 635.8 ③中学校は、少人数指導加配教員の教科の関係で、平成22年度から3年間かけて、県単独の63人を21人ずつ国の加配に振り替える。

平21 予 算 額 -198.8 　少人数指導等に充てる定数を、現行の164人から101人に見直す。

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -198.8

平22 予 算 額 -385.3

削減額 特定財源 0.0 小学校(平成21年度から完全に見直し)

③－① 一般財源 -385.3 現状　(人) 見直し後　(人)　

国定数対応 県単独加配 国定数対応 県単独加配

少人数学級編制 85 57 142 0

小１ 33 22 55 0

小２ 44 0 44 0

小３ 8 35 43 0

小4～小6 (0) (臨時10) 0 (臨時10)

選択非常勤 (16) (73) 0 (89)

小１複数指導 57 0 0 0

少人数指導等 146 0 146 0

計 288 57 288 0

中学校(平成22年度から段階的に見直し。見直し完成は平成24年度)

少人数学級編制 17 63 80 0

少人数指導等 164 0 101 0

計 181 63 181 0

○少人数学級編制県単措置(21年度)63人、(22年度)42人、(23年度)21人、(24年度)0人

削減額（千円）

21年度 22年度 23年度 24年度

小学校 ▲ 198,744 ▲ 198,744 ▲ 198,744 ▲ 198,744

中学校 0 ▲ 186,523 ▲ 373,046 ▲ 559,568

計 ▲ 198,744 ▲ 385,267 ▲ 571,790 ▲ 758,312

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　教育委員会

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 34.0

2 福利課 教職員互助会補助金 2 20 特定財源 0.0 ○財政構造改革プログラムにおいて、平成22年度から廃止を予定していた職員互助会に係る事業補助金について、

① 一般財源 34.0   廃止を前倒し、平成21年度に廃止する。

平 予 算 額 0.0 (平成21年度削減額 34,000千円)

21 特定財源 0.0

② 一般財源 0.0 (単位：千円)

平 予 算 額 0.0 19年度 20年度 21年度 22年度

22 特定財源 0.0 財政構造改革プログラム 141,000 34,000 34,000 0

③ 一般財源 0.0 今回見直し後 141,000 34,000 0 0

平21 予 算 額 -34.0 見直し額 0 0 ▲ 34,000 0

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -34.0

平22 予 算 額 -34.0

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -34.0

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　病院事業庁

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平 予 算 額 4,437.8

1 病院事業庁 病院事業繰出金 2 20 特定財源 0.0 ○病院事業への繰出金総額の削減を行う。

① 一般財源 4,437.8

平 予 算 額 4,203.8 削減額　(単位　百万円)

21 特定財源 0.0 平成20年度 平成21年度 平成22年度

② 一般財源 4,203.8 成人病センター研究所に係る繰出金 302.7 282.7 282.7

平 予 算 額 4,176.8 リハビリテーションセンターに係る繰出金 238.7 188.7 188.7

22 特定財源 0.0 小児保健医療センター療育部に係る繰出金 132.0 122.0 122.0

③ 一般財源 4,176.8 上記以外の病院事業に係る繰出金 3,764.4 3,610.4 3,583.4

平21 予 算 額 -234.0 計 4,437.8 4,203.8 4,176.8

削減額 特定財源 0.0

②－① 一般財源 -234.0 見直し額 ▲ 234.0 ▲ 261.0

平22 予 算 額 -261.0

削減額 特定財源 0.0

③－① 一般財源 -261.0

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額
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見直し事項調

部局名　    　　企業庁

(その他)

課室名 見直し事業名 見      直      し      内      容

（単位：百万円）

平

1 企業庁 東南部上水道供給事業 1 20 0.0 ○一般会計への償還計画の前倒しを行う。

に係る貸付金の償還 ①

平 ①現行計画による償還額　　　　(単位　千円)

21 390.2 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

② 中部 368,667 265,764 312,729 0 0

平 甲賀 70,404 70,404 70,404 66,304 66,304

22 -107.2 計 439,071 336,168 383,133 66,304 66,304

③

平21 25年度 26年度 27年度

増収額 390.2 中部 0 0 0

②－① 甲賀 66,304 37,742 46,382

平22 計 66,304 37,742 46,382

増収額 -107.2

③－①

②見直し後償還額　　　　(単位　千円)

(前倒しによる影響額を記載) 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

中部 368,667 514,466 64,027 0 0

甲賀 70,404 211,922 211,922 0 0

計 439,071 726,388 275,949 0 0

25年度 26年度 27年度

中部 0 0 0

甲賀 0 0 0

計 0 0 0

③前倒し額　(②－①)　　　(単位　千円)

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

中部 0 248,702 ▲ 248,702 0 0

甲賀 0 141,518 141,518 ▲ 66,034 ▲ 66,304

計 0 390,220 ▲ 107,184 ▲ 66,034 ▲ 66,304

25年度 26年度 27年度

中部 0 0 0

甲賀 ▲ 66,034 ▲ 37,742 ▲ 46,382

計 ▲ 66,034 ▲ 37,742 ▲ 46,382

「取組項目」欄　凡例
歳入での取り組み：１
歳出での取り組み：２

番
号

取組
項目

年度 予算額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額

一般会計
歳入金額
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中長期的な取り組み

   　取 組 項 目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取　　　　　組　　　　　内　　　　　容
琵琶湖森林づくり基本計画・ ○平成23年度からの実施に向けて、琵琶湖森林づくり基本計画、琵琶湖森林づくり県民税について幅広い議論を行う。
琵琶湖森林づくり県民税の
点検・見直し ○従来の経緯

　　(琵琶湖森林づくり基本計画)　平成17年度施行。5年毎に森林審議会の評価を受け、その結果を反映し戦略プロジェクトを見直し。
　　(琵琶湖森林づくり県民税)　　平成18年度施行。施行後5年を目途として、条例の施行状況、社会経済情勢の推移等を勘案し、必要があると
　　　　　　　　　　　　　　　　認められるときは、条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨、条例で規定。

○今後の見直しの流れ
　(平成21年度)
　　 森林審議会において、琵琶湖森林づくり基本計画について事業効果、施策の方向性についての評価、意見を受け、戦略プロジェクトの見直しを行う。

　(平成21年度、22年度)
　　 上記の見直しと併行して、琵琶湖森林づくり県民税の制度を点検し、見直しが必要かどうかの議論を行う。

県立学校のあり方の ○「県立学校のあり方検討委員会」における検討結果に基づき、平成21年度以降、県産業教育審議会での議論等、必要な手続きを経た上で
見直し 　県としての具体的な計画を策定する。　

総合地方機関の見直し ○平成21年4月から総合地方機関を見直し
　　(案)現在の振興局等を環境・総合事務所、県税事務所、健康福祉事務所、森林整備事務所、農業農村振興事務所、土木事務所に再編する。

○上記により組織のスリム化を図るとともに、具体的な組織体制を検討し、空きスペースの貸付等の有効活用を行う。

試験研究機関の見直し ○琵琶湖環境科学研究センター、琵琶湖博物館、県立大学等の機能統合についての検討を行う。
　　琵琶湖研究に係る検討の場を設置し、効果的・効率的な琵琶湖研究のあり方について検討を行う。
　　平成22年度末までに、琵琶湖研究に係る試験研究機関の機能統合方針の作成、各機関の計画改定等の必要な手続きを行う。

公の施設の見直し ○野鳥の森ビジターセンター
　　平成20年度中に、移管を含め用途廃止後の方針を決定する。

外郭団体の見直し ○(財)滋賀県下水道公社
　　　　流域下水道の維持管理のあり方を検討し、平成20年度中に公社の存廃を含めた方針を決定する。

○(社福)滋賀県社会福祉事業団
      　県からの施設移管の方針を踏まえ、平成21年度中に中期経営計画を策定するとともに、自立化に向け、県以外の出資割合を順次
　　　　高めていく。

○(財)滋賀県国際協会
　　　　民間資金の導入を推進し、自立化に向け、県以外の出資割合を順次高めていく。
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   　取 組 項 目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取　　　　　組　　　　　内　　　　　容
県有地の有効活用 ○木浜県有地の処理方針を早期に決定する。　

　　　(土地面積)８７，５８５㎡

○草津川廃川敷の対応方針を早期に決定する。
　　　(土地面積)３２２，８２５㎡

○県庁周辺施設の今後のあり方の方針を早期に決定する。
　　　滋賀会館、厚生会館、武徳殿、県庁東別館跡地等の今後のあり方を見極め、処分等を検討する。

道路公社資産の活用 ○平成22年度の日野水口有料道路無料開放時に、道路公社から県に対し、出資金の返還を行う。

○平成24年度の近江大橋無料開放時に、道路公社から県に対し、出資金の返還を行う。

国直轄負担金の見直し ○維持管理経費に係る都道府県負担の廃止　
○建設事業の効率的・効果的な執行による経費縮減　

国への強力な働きかけ ○地方税財源の充実強化に向けて、国に対し強力に働きかけを行う。
　　・地方交付税の総額確保(国の一般会計を通さない「地方共有税」への移行、法定率の引き上げ)
　　・消費税を地方消費税としてさらなる税源移譲を実施
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